協　　　定　　　書
西川町長　　　　　　(以下「甲」という。)と使用者　　　　　　(以下「乙」という。)とは、売り上げの一部を西川町ふるさとづくり基金（以下「基金」という。）に寄附することを明示した商品(以下「寄附付商品」という。)に関する基金への寄附、及び、寄附付商品への基金の名称（以下「名称」という。）の使用に関して、以下のとおり協定を締結する。

（寄附）
第１条　乙は、寄附付商品の売上げの一部を基金へ寄附するものとし、寄附金の額は、寄附付商品１個あたり○円とする。

２　寄附金の納入日及び納入方法は別途甲乙の協議により決定する。

（寄附の取り扱い等）

第２条　甲は、乙から納入された寄附金を○○○として受入れるものとする。
（基金の名称の使用）
第３条　甲は、乙が行う名称の使用を認めるものとし、詳細は甲乙協議して決定するものとする。
２　乙は、甲から指定された方法でのみ使用し、かつ、売上げの一部が基金へ寄附されることが認識される方法で使用しなければならない。

３　乙は、名称の使用に変更を生じたときは、甲に報告しなければならない。

４　この協定が終了又は破棄されたときは、乙は直ちに名称の使用を中止するものとする。

（使用者の責務）

第４条　使用者は、寄附付商品への名称の使用に関する一切の責任を負うものとする。

２　使用者は、寄附付商品への名称の使用により、第三者に損害を与えた場合は、その　責任及び負担において解決しなければならない。

（費用の負担）

第５条　寄附付商品への名称の使用に要する製作費、設置費等の費用は、使用者が負担　するものとする。

（協定期間）

第６条　この協定の有効期間は、　　○○年○月○日より３年間とする。ただし、期間満了1ヶ月前までに甲又は乙の一方から書面による異議の申し立てがない場合には、更に１年間延長するものとする。

（法令順守）
第７条　寄附付商品への名称の使用は、西川町ふるさとづくり基金に対する寄附を目的とした商品への名称の使用に関する要綱（平成22年６月町告示第　号）に定めるもののほか、地方自治法（昭和22年法律第67号）その他の関係法令等の定めるところに従い適正に行われなければならない。
（協議事項）
第８条　この協定に記載なき事項もしくは記載内容に疑義を生じた場合には、甲乙誠意を持って協議のうえ、解決するものとする。

この協定の成立の証として本書２通を作成し、甲乙記名捺印のうえ、各１通を保有する。

　　　　年　月　日

　　　　（甲）　山形県西村山郡西川町大字海味５１０番地

　　　　　　　　　　　西川町長　　　　　　　　　　　　㊞
　
　　　　（乙）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
